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県労連支部代交渉報告
－退職手当見直し問題－

４％給与抑制への協力に配慮した、士気を維持できる県独自の対応を！

～当局：「国に準じる」「緊急財政対策のなか県民の理解が得られない」と繰り返す～

県労連は1月10日、退職手当の見直しについて、当局と支部代交渉を行いました。

　冒頭、芹沢県労連議長は、「退職手当の見直しについては、当局の提案を含めて、これまで2回の交渉が開催された。私たちは、過去にない大幅な退職手当の削減提案に対し、4％給与抑制への協力を十分に配慮した県独自の対応を要請してきた。年が明け、あらためて全国や県内自治体の状況をみると、導入年度も含めてばらつきが出てきている。本日は、支部代表者にも入ってもらったので、これまで熱心に現場で働いてきた組合員の生の声を真摯に受け止めてほしい。」と発言し、交渉に入りました。

まず、園部事務局長代行から、これまでの経過説明があり、退職手当見直しに対する県労連の見解が述べられた後、支部代表者が、各々の考えや思いを当局にぶつけました。

自治労県職労の発言要旨
私の職場では、この3月で5人の職員が退職をする。私は59歳、本来なら来年3月で定年退職をするところであった。

この4月からは4％の賃金カットが行われ、今また、当局から退職手当の大幅な削減提案がされている。はらわたが煮えくり返る思いだ。

私は、県職員として27年間働いてきた。そのうちの大半を県税事務所の納税担当として勤め、滞納整理の仕事をしてきた。県の税収をなんとしても上げるように日々がんばってきたし、その成果も出てきたと考えている。

何十年もの間、自分の領域で必死にがんばってきた職員の退職金を、最後の最後で減らすのはひどすぎる。退職金の見直しはすべきではないと強く訴えたい。

退職手当はいうまでもなく、生涯にわたる処遇の一環であり、職員の退職後の生活を保障するものである。今回の提案は、退職後の生活設計に大きい影響を与える内容だ。

そうであるから、相当の周知期間を置き、組合との交渉を重ねていくべき内容であろう。これをそのまま2月議会に提案し、3月実施にしたいとの考えは再考していただきたい。

職場では、今後自分たちの処遇がどうなるのか、職員は不安に思っているし、このままでモチベーションを維持できるのかが危惧される状況にある。こんな状態では、若い職員も入ってこなくなるだろう。

まず、原点に戻り、組合ともっと協議を重ねてほしい。

支部代表者や幹事団の発言に対し、労務統括官は、「退職手当の見直しについては、これまでも国に準拠して行ってきた。県独自の対応にすることや実施時期を遅らせることは、県民の理解が得られない。県が置かれている厳しい状況をご理解願いたい。」と、前回幹事団交渉の水準を出ない回答でした。

最後に芹沢県労連議長は、「次回の交渉では、一歩先に出る回答を求める。4％給与抑制への協力を踏まえた総合的な判断を示してほしい。労使の距離感がこのままであれば、妥結はできない。」と強調。次回交渉に向けて再考するよう強く要請し、この日の交渉を終了しました。

これまでの交渉のやりとり（要旨）

	県労連幹事団発言
	労務統括官回答

	・今回の見直しは率にして14.9％、金額にして約402.6万円という大きな引き下げである。4％の給与抑制や過去の財政難に対する職員の協力などを考えれば、国と同様にすべきではない。
	・退職手当の額を国では5～6年ごとに調査して、官民較差を調整してきた。官民比較にあたっては、月例給と異なり、本県独自の調査等を行っていないので、比較する数値を持っていない。
・これまでも、国に準じてきた。今回も同様にしたい。
・緊急財政対策が実施されるなかで、本県だけ違う対応で独自性を持たせることは、県民の理解が得られない。



	・これだけの大きな引き下げなら、県と国の違いを精査するべきである。このままで県にあてはめたら、国を上回る削減率になるのではないか。
	

	・国に準じた制度と当局は言うが、県では定年・勧奨退職は3月末のみであり、それ以外は自己都合退職となる。国の退職制度とは全然違うことは明らかである。4％の給与抑制を踏まえた県独自の制度検討を求める。
	

	・国は7.8％の給与削減を2年間行うが、県では98年以降過去3度にわたって給与カットに協力してきた。総額にするとかなり大きい額になる。職員1人あたりがいくら協力してきたか、金額を明らかに示せ。
	

	・退職後の生活設計をどうするのか、住宅ローンや教育費をどうまかなっていくのか考えなければならない。これは定年間際の職員だけでなく、若年層を含めた全職員に関わる問題である。「国に準じる」だけでなく、納得のできる内容を示してほしい。
	

	・現場の職員は、当局の提案に納得できないでいる。4％カットやすべての職員が影響を受ける退職手当の大幅な減額の中で、どのようにモチベーションを保てばいいのか。どのようにがんばって働けというのか。
	

	・他県の中には来年度から実施としたところもある。年度内の実施はあまりにも乱暴であり、認められるものではない。
	・実施時期についても従来から国に準じている。国が1月から実施であることから、県もできるだけ早く行う必要がある。

・厳しい財政状況のなか、来年度実施とすることは、県民の理解が得られない。

・職員に対する十分な周知期間が必要であるとの主張だが、国が8月に閣議決定しているなど、国の動向が明らかにされているので、県の3月実施が無理ということにはならない。

	・前回の見直しも国に準じて行ったが、検討会を立ち上げ、6か月程度かけて話し合ってきた。国に準じてと言うが、内容について周知されておらず、2月議会に提案、3月からの実施は拙速すぎるのではないか。
	

	・早期退職制度の拡充については、政令が定められていないため、国の制度が明らかになった段階で改めて交渉をしたいと当局は提案しているが、退職手当とは密接に関係している内容である。
現段階で県としての考え方を明確にするべきである。
	・早期退職制度と「雇用と年金の接続」については、国の動向がわかり次第、改めて話し合いたい。

	・「雇用と年金の接続」問題について、定年後の生活水準確保という点で、退職手当水準と不可分なものと言える。県当局として使用者責任に基づく明確な方向を示すべきである。
	


＜県労連＞退職手当交渉日程

☆ 1月16日（水）13時～　　 幹事団交渉

☆ 1月23日（水）13時30分～幹事団交渉（機関役員待機交渉）

＜自治労県職労＞拡大評議委員会

☆ 1月23日（水）19時～

会場：本庁舎1階108会議室(スルガ銀行隣り)
組合員全員で、緊急要請署名に取り組みましょう！

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































